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政治資源としての企業
小　林　　俊　治
　昭和49年7月7日の第10回参議院議員選挙の選挙運動を引き金として，企業
（ここでは，株式会杜企業を指す）と政治とのr癒着」が間題になってきた。
今回の参議院選挙は，さまざまな点において，有権者の関心を集めた。主たる
イシューは，物価，福祉，教育などに集中Lていた。こうしたどの選挙のさい
にもかなりのウエイトを占めるイシューに加えて今回の参議院選挙には，「保
革逆転」あるいはr資本主義の危機」といった体制間題が関係してきた。選挙
当日の投票率は73，2％という参議院選挙はじまって以来の高いものとたった。
その結果，自由民主党の得票率が棄権率を上まわったが，これは，昭和37年の
参議院選挙（第6回）以来のことである。勿論，投票率の高さは，その選挙へ
の有権者の政治意識の質と正比例するとは断定できないが，有権者の関心が高
いものであったといえよう。
　こうした有権老の高い関心は「狂乱物価」とか「買占め，売惜み」といった
有権者の日常生活に密着した間題が噴出したことにもよるが，それとは別に・
自民党をはじめとしてその他の党も知名度の高いタiノソトを侯補者としたこと，
また多数の企業および企業集団が「企業ぐるみ選挙」を展開したことにもよる
であろう。r企業ぐるみ選挙」は，自民党が自由主義経済の危機を一部の経営
老層にアッピールし，各企業から侯補者ないし組織（資金）の提供を受げ，現
体制を護持しようとしたものである。このr企業ぐるみ選挙」は・企業の政治
行動としては，きわめて異例のことであった。勿論，わが国では，後進資本主
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義国とLて出発した明治期以降多くの「政商」を生みだし，政治と経済との績
びつきは，決してめずらしいことではなかった。しかし，企業が資金のみたら
ず，人材や組織力を提供したことは，やはり新しい現象である。このr企業ぐ
るみ選挙」のオーバーヒートぶりは，自民党の危機意識の深刻さを示すのみな
らず，わが国の政治文化（pOlitica1cu1ture）のもつ特質や企業風土（mana－
gement　C1imate）の特異性をも明らかにした。
　このオーバーヒートに対して，堀米正道中央選挙管理委員会委員長が，7月
2目に個人見解の形で，r企業ぐるみ選挙」は投票の自由を侵す恐れがあると
批判した。この堀米見解を自民党は告訴し，杜会党，公明党，共産党，民杜党
などは，それぞれ独自のニュアンスをもつ支持発言をなした。7月7日（三重
県の一部は7月14日）の投票結果は，r保革伯伸」であり，昭和23年以来の長
期保守政権にかげりがみられるようになった。
　今回のごときr企業ぐるみ選挙」は，企業の行動に対する消費老の関心を一
層強めた。これまでも外都からは反公害運動や消費老運動の増犬，そして内部
からは労働組合や内都告発老の発言権の増大というように，企業の内外の環境
はきわめて「反企業」的であった。そして，r企業ぐるみ選挙」は，そうした
r反企業」意識を助長した。また政治猷金の悶題を契機として，企業の政治行
動の是非までも論議されるようになった。小稿はこのようた企業をとりまく政
治的一社会的コソテクストのなかでの企業の政治行動について，若干の考察を
なそうとするものである。企業と政治との相互関係は，どの時代にもあったが，
経営行動の視座からこの間題を充分論じた研究は，ほとんどないといっていい
であろう。企業がオープソ・システムであるかぎり，その企業がおかれている
政治システムとは無関係ではありえない。したがって，企業と政治に関する研
究は，これから開発されていくものと思われる。小稿はそうLた「政治経営
学」へのワソ・ステップにすぎないことを最棚こことわっておきたい。ω
注（1〕肋肋〃肋血惚5s灰ω伽の1968年Nov』ec．にS．Greyserが’Business　and
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Politics’1968（Specia1Report）という論文を書いている。またH週Rには，大統
領選挙などの夫きな選挙の前蜜には，businessとpOlihcsの間題を論じた論文が掲
載される場合がある。
2
　企業と政治との関係を研究するうえでのひとつの制約要因は，企業の政治行
動の「不可視性」ωにある。とりわけ，圧力団体や各企業のトップ・マネジメ
ソトがおこなう立法部への有形無形の介入や懇願は，多くの場合，関係者間だ
げのバーゲニソグにおわり，公衆の目撃できることでぱない。勿論，予算作成
時における圧力団体の活動は，顕著であり，立法部や行政部への働きかげも
「白日の下で」おこなわれる場合が多い。しかし，政治献金を主とLた企業の
政治行動は，表面的には透明であっても，その内実をうかがうすべもないとい
えよう。A企業のある額の政治献金がB党のC議員にどれだけの影響をおよぼ
したかを知るには，つまり政治献金の有効性を判定するには，媒介変数が多す
ぎるのである。丁度，企業の最高意思決定遇程が，r株主総会」で解明できな
いと同じように，国会の本会議や委員会での質疑応答からは，企業と政治との
COmeCtiOnSはうかがいしれないのである。
　ところが，今回の参議院選挙においては，r企業ぐるみ選挙」の結果，企業
の政治行動のある断面が明確となった。一般に，選挙キャソペーソの目的は，
3つあるといわれている。｛到第1の目的は，強化（feinforcement）である。侯
補者は，すでにある特定政党ないし侯補老に対する麦持（support）一これ
が政治システムの重要なインプヅトである一を決定している支持考の気質や
偏見を強化するために，さまざまな手段で麦持者がすでに学習していることを
強化する。第2の目的は，活性化（activatiOn）である。支持はLていても，
投票日に実際に投票しなければ，侯補老にとって，そのようた支持老ば，ほと
んど無意味である。この活性化キャソベーソで，有権者を投票させるよう動機
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づげるのである。また，活性化キャンベーソにより，ある支持者をして，彼の
友人や家族にも投票させることもできる。つまり，活性化とは，麦持老の活動
のレベルをアップすることであり，具体的に言えば，棄権を防止し，たんなる
個人的投票行動以上に積極的な支持行動をなすよう支持者を動機づけることで
ある。第3の目的は，変換（cOnversion）である。これは，反対老やニニート
ラルな有権著を自己の陣営の支持者化し，投票させるためのキャソペーンであ
孔しかし，ほとんどの選挙では，ほんのわずかの有権者が変換されるにすぎ
ないのである。だが，変換（改党，改宗）された投票者たちがキャスティソグ
・ボートを獲得する場合もあるゆえに，変換促進キャソペーソも重要である。
一以上のような選挙キャソペーンの3つの目的は，また，選挙戦略にも影響
を与える。例えば，今回の参議院選挙では，自民党のキャソペーソは，主とし
て活性化をその目的としていたと言えよう。つまり，保守政権の危機というイ
シューを中心として，眠れる支持者を覚醒させるような争点志向的キャンペー
ソがなされたo
　ここでいう争点志向的キャソベーソ（issue－oriented　campaign）とは，｛割選
挙においてr均衡予算を作成せよ」とかr法と秩序が守られるべきだ」という
ような非常に一般的で，拡散された感情的なイシューを強調することにより，
有権着の支持を獲得しようとするものである。この選挙戦略では，具体的な個
々の事実に関する情報を提供することよりも，単純たスローガ：■でその侯補着
の集票能カを高めようと試みられる。また，S．V．毛ソスマ（Monsnla）によれ
ば，選挙キャンペーンは，Lばしぼこのイシュー志向性と侯補者志向性（can・
didate－oriented　campaign）とを結びつげている。侯補者志向キャソペーソと
は，侯補者の所属政党を強調する所属政党志向キャソベーソ（party－oriented
campai駆）とは違って，侯補者のパーソナリティや彼の家族などがキャンベ
ーンされるものである。つまり，その場合，ある特定のブ回一ドで，ディ7ユ
ーズした争点を明確にするために，その争点のイメージをシソポライズできる
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侯補者，またその争点を活用できる侯補者を立侯補させる戦略がしばしばとら
れるのである。
　例えば，今回の参議院選挙では，自民党，杜会党あるいは共産党もこの争点
志向型キャンベーンと侯補老志向型キャソペーンとの混合型を採用したと言え
よう。r企業ぐるみ選挙」（これは，自民党だげに隈られたものではない）は，
その典型的な例といえる。前述のように，r企業ぐるみ選挙」が従来のたんな
る政治献金による企業の政治参加と異なる点は，特定の政党や侯補者をはっき
りと支持したことにある。企業の政治参加を，政府の目標設定・政策立案過程
ないし遂行過程への参加と立法府の選挙への直接的参加とに区別するならば，
今回の「企業ぐるみ選挙」は，明らかに後者に属するものであろう。また，企
業の政治献金の方は，すでに昭和45年6月24日の最高裁判所の判決により，合
法とされているが，一4〕今回のr企業ぐるみ選挙」の方は，さまざまな問題を提起
している。
　r企業ぐるみ選挙」の提起した問題のひとつは，その企業の政治的同一性を
ニクスプリシットにしたことである。企業の政治的同一性（corporate　po1iti－
cal　identity）とは，企業がひとつの法人として，政治システムのなかで，そ
の他の政治システムの構成員と同じように，独自の政治行動をなすことを意味
している。㈲例えば，八幡製鉄の政治献金裁判において，最高裁は，企業の政
治的同一性を認知Lたのである。それゆえ，わが国では，企業の政治的同一性
が，一般に認められている政治文化があったといえよう。この場合の政治文化
（Po肚ica1culture）とは，αA．アーモソド（A1mond）とS・ベルバによ
れば，r特殊政治的な志向一政治システムおよびその各部分に対する態度，お
よび政治システムにおける自己の役割に対する態度」のことである。さらに彼
らは，rわれわれが，丁度，経済文化もLくは宗教文化について語れるのと同
じように，政治文化についても語れるのである」と述べている。㈹また，S．V、
モ：■スマ（Monsma）は，「ある国民の政治文化とは，その国民のかれらの政
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治システムに対する基本的な態度および志向（0rientatiOn）である」㈹と述べ
ている。ここでいう志向（Crientation）は，（1）「認知志向」（COgnitiVe　Orien－
tatiOn）一政治システム，その役割および役割担当者，政治システムのインプ
ットとアウトブヅトたどに関する知識と信条，（2）「感清的志向」（a伍eCtiVe
OrientatiOn）一政治システム，その役割，担当者およびパフォーマソスに関
する感情，（3）r評価的志向」一情報および感情と，価値判断の基準との結び
つきを典型的に必要とする政治的なことがらに関する判断と意見一の3つの
要素をふくんでいる。一8，
　さらにここで「政治システム」についても概念規定をしておこう。周知のよ
うに，システムとは，いくつかの穣成要素がある統一概念のもとに統合されて
いる状態を意味している。この政治システムにおいては，政治（politics）と
は，ある杜会全体に対して，advantagesとd1sadvantagesの分配に関する意思
決定一実行できる権限をもった意思決定一遇程を意味している。⑲］つまり，
authoritative　decisionが形成されるプロセスが政治といわれるものである。
この政治システムは，社会全体のトータル・システムのサブ・システムである。
政治システムは，外部システムからのイソプットとして，「支持」（support），
「要求」（demand），および「期待」（expectatiOn）があり，政治システムの
アウトプヅトはauthoritative　decisionである。ω
　「支持」とは，例えぼ意思決定者の決定を正当とみなし，それに従うことで
あり，また納税行動や投票行動も支持行動である。「要求」とは，意思決定着
に対Lてある法律の割定を要求したり，あるいはある種の政治的決定を欲求し
たりすることである。この要求が具体的な政策となって現われてくるには，圧
力団体を形成し，統一的なプレシャーを加えなければならない。「期待」とは，
潜在的な要求（latent　demand）であり，例えば意思決定者が賄賂を受げ敢ら
ないという期待が，政治システムにイソプットされるのである。アウトプット
とは・authoritatiYe　decisionである。これは，その意思決定がある種の強制
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力をもっているということである。それゆえ，その強制力がかならずしも，法律
に依拠していない場合もありうる。例えば，クーデターにより政権を獲得した
軍事政権は，しばしば法律の援護なしに強制力のある意思決定をなしている。削
　具体的な強制力をもつ権威的意恩の決定プ日セスは，4つのサブ・ファソク
ショソより構成されている。（1）利益代表（interest　represenねtiOn）。これは，
ある要求が利害者集団（interestgroups）によって提起され，意思決定者への
圧力となることである。各市民ないし利害者集団の要求あるいは圧力が，欧米
や日本のようなデモクラシー芋こおける政治プロセスの第一歩になるパ2）法規創
成（ruleinitiatiOn）。これは，一般的な規則や法律を確立することである。新
しい法律の作成や古い法律の根本的な変更をなすという決定が法規作成機能の
代表的な例である。（3）法規適用（mle　appucaゼon）。これは，法規を実際の状
況に適用することである。（4）法規解釈（ruユe　interpretati㎝）。これは，法規
適用にコソフリクトが生じた場合，決定的な解釈を下すことである。
　S．V．モンスマによれば，政治システムは，以上のような強制力ある権威的意
思の決定プロセスであり，その決定プロセスは，4づの一サブ・ファソクショソ
に区別された。また彼は，政治システムのファソクヨソとして，システム・メ
．インテナソス・一ファソクショソを指摘する。このファンクショソは，政治シス
テムがみずからを安定したものにするため，コソフリクト解決（COn砒Ct　reSO・
1utiOn），支持創出（generati㎎suppOrt）および正統性創造（creating1egiti一
加aCy）のファソクショソをはたすことを意味している。政治システムは，コ
1■フリクト解決の方法をつくりだしたり，政治システムに対する支持創出活動
をなす。また，強制なしにその政治システムの決定を正統とみなすようにする
ため，伝統，シソポルあるいはイデオロギーを使って，正統性を創造すること
も重要なシステム・メイソテナンス・ファγクションである。
　以上において，政治システムの概略を明らかにした。胸企業は，一般的には
こうした政治システムの外部にあって，トータルな杜会システムの経済システ
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ムというサブ・システムの主要なトレーガーであるにすぎない。しかし，それ
まで正統とみなされていた政治システムが危機に見舞われると，政治システム
のトレーガーたちは，支持創出や正統性創造の活動にエネルギーを注ぎこむ。
そのような危機意識にかられた政治システムのトレーガーたちは，企業のもつ
政治資源（poIitica1reso皿ces）に着眼し，企業から政治資源を動員（mObili－
ZatiOn）し．そこから具体的な侯補者や運動員をリクルートメント（reCmit・
ment）しようとする。例えば1950年代におげるアメリカの冷戦志向的精神構
造は，Americaエ1way　gf肚eの賛美と，その基盤たる資本主義経済体制維持
の運動をおこLた。また，すでに述べたように今回のr企業ぐるみ選挙」も，
保守陣営の危機意識から思いつかれたといえよう。
　企業たいし組合などがr政治資源」をもつという場合のr政治資源」とは，
ある組織が人々から支持，忠誠および服従を獲得する能力をもつということで
ある。胸例えば，ある犬企業ないし企業集団がもつ政治資源は，その従業員お
よびその家族，関連企業，販売店，」顧客などから政治的支持，忠誠および服従
を獲得する能力である。この政治資源を動員しようとして，保守，革新，中遣
の各政党ないし無所属侯補者が錆を削ったのが，「企業ぐるみ選挙」であった。
　r企業ぐるみ選挙」は，企業の政治的同一性を確立させたが，他方において，
企業構成員層の分解ないし分離をもたらしたといえよう。若干の例外を除けば，
企業の管理層（ないし非組合員層）と労働組合員との二分化がクローズ・アッ
プされてきた。勿論，組合員のなかにも管理者層（非組合員）と同様の政治的
志向をもっている人々がいよう。しかし，そうした管理者層とアイデソティフ
ァイする一般従業員の比率は，それほど高くない。朝日新聞杜の政党支持率調
査（49年6月下旬）によれぼ，産業労働老の21．1％が自民党を支持し，また産
業労働老は自民党支持者の全体のうち10．9％をしめている。杜会党と共産党を
支持する産業労働者は，被調査産業労働老の33．7％である。また，事務職では，
24％が自民党を支持し，29．5％が杜会党と共産党支持である。自民党支持者の
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10．9％が産業労働老であるということは，言うまでもなく，自民党内における
産業労働者の比率の低さと発言力の弱さを示Lてい乱また，民杜党の議席が
ひとつ減少したということも，保革伯伸の事態を意味しているといえよう。要
するに，保革伯伸の現象は，企業内にも生じているのである。
　今回のr企業ぐるみ選挙」においても，自民党支持の企業であっても，管理
職だげを選挙にインポルブした企業があった。したがってr企業ぐるみ選挙」
といっても，決してある政党を全杜的かつ一枚岩的に支持しているとは隈らな
いのである。企業構成員の支持，期待および要求という政治システムヘのイソ
プヅトは，各企業構成員が属する企業ハイアラーキー｝こ応じて，各侯補者に投
入されたものと言ってよいであろう。
注（1）Temporary　National　Ec㎝omic　Committee，〃㈱ま伽肋〃げCo肌舳ま糊地〃ψ
　　亙oo榊刎56Po伽召れ肌㎜g物力危ハわ．26j亙ω閉o刎あPo〃〃α荊∂月o1肋ω1Pκ∫醐7硲，
　　Semte　Co㎜mittee　Print，76th　Congress，3rd．session（Washington：G．P．O．，
　　1941），PP．1－1O，47－56，（斎藤真監訳「アメリカの政治」PP．121rユ39，東京夫学
　一出叛会，1967年）
　（2）S．V－Monsma，A物2庇刎Po脇os：λ釣8オ2㈱λ妙ωαcゐ，Holt，Rinehart　and
　　Winston，1969，pp．32ト322．
　（3）　Ibid・，p・323・
　（4）法人としての株式会杜が自然人と同じように，政治献金をなLた場合，それが合法
　　的行為か否かをめぐって，第一審判決では，政治献金が非敢引行為であり，Lかも
　　慈善事業への寄付とは性質を巽にするとして株主の請求（政治献金の定款違反性と
　　忠実義務違反栓）を正当なものとした回しかL，高裁と最高裁で，当時の八幡製鉄の
　　政治献金（自民党へ350万円）は，合法とされた。最高裁では，会杜の経営規模に
　　応じた合理的範囲内の寄付は，敢締役の忠実義務違反にならないし，会杜の目的に
　　も合致し，会杜も白然人と同じように政治的行為を次す権利をもつと判決した。
（5）E．M．Epstein，τ加Coゆo励o閉勅λ舳宛む舳〃倣s，1969，P．123．
　（6）Gabrie1A．A1mond　a」ユd　Sidney　Verba，τ肋α伽C批肋〃，月o脇虻α1〃脇秘幽s
　　硯〃刀θ刎oc柵α伽珊粥肋伽挽らLittIe，Brown　and　Compa皿y，1965，p．12．
　（7）　S．▽・］MonsIIia，ibid・，p・24・
　（8）　G．A．A1moエ1d　and　S．Verba，ibid．，皿14。
　（g）　S．V．Mo］ユsma，ibid”p，2C．
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⑩　以下の支持，要求，期待，authorita飾e　decision・サブ．フア：ノクショソについ
　ては，ibid，，pp116－r21・
⑩　　Ib三d”P・9・
⑲　S．Y．圭ソスマの政治システムとその環境に関する分析は，下図のように示され
　ている。（ibid．，P．18．）
　　　　　　　　　Ewiron固e皿t　　　　　　IIiput　　　　　　　　　　　　0凹切咀t
　　　　　　　　　　　　　　　　S岬POrt　　　　　　　　　　舳的　　岬伽i㈱　　　　　　　　　　　　　　　　此ma皿dS
thee晦｛tSO｛　　　　　　　　　　　　　　　　出ea沁O正itati柁　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8汕0r胸ti舵d。。i．i。口　　　　　　　　　　p・1畑1　’。。i．i。。
　　　　　　　　　　b．y。皿d　　　　　　S秘㎜
　　　　　　　　　　　出e
　　　　　　　　　　S㏄iety
　　　　　　　　　　　　　　Feed1旭ok　loo口
　　上図で。the　P01itical　syste血のポヅクスの中で利益代表，法規創出，法規解釈・
　法規遼用の各ファソクショソ淡たされる。また，コソフリクト解決．支持創出，正
　統性創造というサブ・フフソクショソもなされる。
鱒K．M，D・lb・酊・汕州．J・Ed・1血・・，肋伽舳脇・・P・脇・肋”・棚
　C肋閉g臣，D．C，Heath，1971，p．299．
皮肉なことに，企業の政治的同一性が確立される過程において，企業内ハイ
アラーキーに応じて，企業の政治的分解が一段と明確化されたといえよう。こ
れは，見方によれば，企業の同一性危機（identity　crisis）であり，ごく近い
将来，企業が労働者の自主管理にゆだねられる第一歩であるかもLれない。す
でに，西ドイツでぼ，従来の共同決定制に対するニュー・レフトからの批判と
して「体制変革的な」（SyStemマe曲ndgmd）提案があるということである。（1］
わが国でも経営参加制度の導入が検討されはじめている。また，すでに部分的
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にとり入れている企業もある。このような動向は，企業全体の政治的立場を革
新的にする傾向がある。つまり王企業内におけるバラソス・オブ・バワーが一
歩革新傾向に移行しつつあるといえよう。勿論，そうした勢力均衡がくずれて
も，経営の最高意思決定権（主要経営幹部人事の決定権や多額の投資決定な
ど）が労働組合側ではなく，経営老側にあるかぎり体制変革的経営参加とはい
えない。
　いずれにしても，企業が政治的にはヤヌス的相貌をもってきており，その企
業風土にある種の政治的色彩が加わっていることは否定できない。つまり，企
業のもつ政治資源としての役割が，保革伯仲のなかで一段と注目されてきたの
である。両陣営とも，その企業の政治資源から自已の利益を最犬に獲得Lよう
としていることは確かであろう。
　このように，企業が一国の政治世界において大きな力をもちはじめると，企
業の経営者層も，自己の一般従業員たちの政治意識に関心をもちはじめる。ア
メリカでは，すでに従業員たちに対する会杜側からの政治教育（po1itica1edu・
Cation）がかなり実施されている。わが国と違って，二大政党が圧倒的に強く，
かつデモクラティックな政治文化をもつアメリカにおいては，政治への市民の
参加は，かなり日常的なことになっている。その点，企業も，二大政党がわが
国の場合と違って，保守と革薪といった顕薯な政策上の養異を示していないの
で，従業員にたいする政治教育を比較的スムーズに実施できるのである。
　コソファレソス・ボード（the　Conference　Board）の調査（1968年）によ
ると，調査した1033杜のうち，半分以上の企業が従業員の政治への参加を勧め
ている。そして，67の企業が従業員の政治参加に対して積極的に反対している。
コソファレンス・ポードの調査結果は次頁の表のごとくである。屹］
　企業が従業員に投票を勧めるのは，アメリカの民主的政治が，国民ひとりひ
とりの政治的な自覚に依存しているからである。また回答したうちで，34杜が
正規の杜員だけに，投票を勧めている。二番目のコラムの政治上の見解を発表
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企　　　業（％）
合　　　　　計
企業数（1033）
小
企業規模別
中
業種別
大　　製造業　非製造業
（146）　　　（494）　　　（393）　　　（683）　　　　（350）
政治活動の種類
　有権老登録と投票　　　79．6％　79．5％　76．9％　82．8％　78．O％　82．6％
　政治見解を発表すること　63．工％　62．8％　59．6％　62．1％　59．2％　64．4％
政党への猷金　　　　　41．2劣　39．7％　36，4％　47．8％　40，4％　42．9％
　指名による公職をもつ　　35．5％　36．3％　34．O％　3τ1％　36－8％　　33．工％
選挙による公職に出馬する29．5％　27．6％　25－1％　33．2％　30．5％　24．6％
　（注）ほとんどの解答がひとつ以上の活動をあげているので，タテの欄は100％をこす。
するという欄では，企業の63．1％が従業員にその種の活動をエソカレッジして
いる。また，政党の教宣活動に従事することなどが政治見解を発表するという
行為であるとされている。
　政治献金の項では，41．2劣の企業が従業員の支持する党への献金を勧めてい
る。また1033杜のうち172杜が明文化した政治活動に関する記述書をもってい
る。そのうち39杜の記述書が政治献金を勧めている。また給与から直接，政治
献金を差引いている企業もある。（1974年10月に成立したr連邦選挙制度改革
法」（1975年1月1日発効）では，国会議員選挙の場合，1人の献金者が1人
の特定侯補者へ出せる献金は最高3，000ドルに隈定されている。）
　4番冒の従業員が公職につく項では，35，5劣が，それを支持しているにすぎ
ない。しかも，従業員のうちそうLた行動が認められているのは，主として上
級幹部だけである。同じことは，5番目の選挙によって選出される公職の場合
にもあてはまる。やはり，一般従業員よりも上級幹都がそうした選挙運動に進
出するのを歓迎しているようである。選出されたにせよ，指名されたにせよ，
一定の期限（一期とか二期だけとかのように）つきで，無給の休暇が与えられ
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るケースが多い。そのような従榮員の政治的休暇（p01itical1eave）の場合，
企業によっては，もし従業員カミ支払いをつづければ，年金1保険1・医療計画
（medical　plans）などは継続されるときもある。また，他の企業の場合，選挙
運動の期問中は休暇を認めるが，もし選出されたら，退杜しなければならない
というケースもある。また，長期の休暇が認められない場合，勤務時聞を変更
して，公職につかせるときもある。
　以上のような従業員の政治参加を支持している企業でも，決して無条件で従
業員の政治参加を促進しているわけではない。ある企業は，従業員の政治信条
は，企業のそれを代表していないことを明確にすることを要求するし・従業員
の階層によって，政治参加のレベルに制隈をもうけたりしている。③
　また，こうした従業員の政治参加に。対して反対したり，中立の立場をとった
りする企業もある。例えば，上述のコンファレンス・ボードの調査によれば，
企業によっては，従業員の政治活動プログラムのスポソサーになることは，従
業員の個人的権利を侵害することであるとLて，そうしたブログラムのスポソ
サーになることを拒否している。また，銀行や公共性の強い事業会杜ぱ，政府
による規制をたてに，従業員の政治参加のブログラムにはタッチしていない。
さらに，他の企業は、企業の目的は，利益の獲得であり，それ以外の何物でも
ないと言って，政治参加プログラムをもっていない。
　わが国の場合では，先日の「企業ぐるみ選挙」で明らかになったように，多
くの企業が従業員の政治参加を促進した。このr企業ぐるみ選挙」は，さまざ
まなエピソードを生みだし，日本の政治文化，組織文化そして企業文化のユニ
ークさを浮彫りにした。企業組織を政治資源として活用した侯補者は，各企業
の支店，工場などをめぐって，支持を求めた。例えばr説冗新閨」（昭和49年
7月9日朝刊東京15版）によると，侯補着と主な支援組織は次の通りである。
鳩山威一郎氏（当選）一佳友グループ，第一勧銀グルーブ，信金，地銀各協
会，全国信組，生保協会，酒造組合中央会。斎藤栄三郎氏（当選）一芙蓉グ
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ループ，神戸製鍋三越，山善，化粧品工業会，全粧連。山東昭子（当選）一
目立グループ，コカコーラ，ヤクルト，日本レジポン，日本衣料，東レ。佐藤
信二氏（当選）一鹿島建設，ヤクルト，東京トヨペット，日本鋼管，東洋工
業，宇都興産，目本セメント。坂健氏（落選）一三菱グループ，油政連，警
友会・遣徳科学研究会。同紙には，さらに，玉置猛夫氏，大松博文氏，神田博
氏，永野鎮雄氏の主たる麦持組織と侯補著側の「ひと言」が掲載されている。ω
勿論・こうした侯補者たちのなかには，企業の麦援は受けたがr企業ぐるみ」
とはかならずしも言いがたいと述べている侯補者もいることは確かである。
　いずれにしても，企業の多くの従業員をインポルブしたr企業ぐるみ選挙」
は・今回の参議院選挙の棄権率の低さに貢献し，従業員の政治参加に対して新
しい一労働組合以外に一ルートを開拓したといってもよいであろう。また，
上述のごとき，一般従業員に対する政治参加と並んで，企業の管理層の人々の
政治参加の態様も間題となろう。
　S．A．グレイサー（Greyser）の調査（1968年）によれば，＝5］企業の経営幹
都たちは，企業の政治へのイ：■ボルブメントに対して，パラドキシカルな状況
にある。すなわち，「企業は政治活動にインポルブするのを恐れるか？」とい
う質問に回答してきた経営幹部（exe㎝tive）のうち，r恐れる」と回答Lたの
は72％もあり，「ノー」と回答したのは22％であった。しかし，このノンイン
ボルブメントの比率は同じ質問に対する1964年の比率が80％であったのに比べ
ると，経営幹部の政治に対する参加意識が高まったといえる。また，83％が
r企業の政治活動は企業活動一般に害を与えるだけである」という意見に反対
してい孔しかも・80劣の回答老がrビジネスに対する政治風土を改良するの
は，ビジネス自身による，より以上の政治活動が必要である」という意見に賛
成している。つまり，経営幹部は，企業が政治にイソボルブするのを恐れてい
ながら，他方においては，自分たちの努力によって，ビジネスに好意的な政治
風土を作らねばならぬというアンビバレソトな状態に陥っているのである。
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　また，同調査によると，企業の政治活動の望ましい絶対量は，“mOderate”
もしくは，“fairly　eXtenSiVe”たレベルでの政治活動であるという結果がでて
いる。そしてある政治活動が“proper”な政治活動かどうかに関する質問は次
の通りである。㈲
　rX杜の代表老が議員に審議中の法案に対する同杜の立場を説明する手紙を
書く」を“prOper”とみたす回答は，1964年に98劣，1968年にも98劣である。
rX杜は，経営幹都に選挙キャンペーンに従事するための時聞を与える」には
1964年に64％，1968年には67劣が“proper”と回答している。「X杜は選挙キ
ャソペーソをしている政治家を工場に招く」には，56％（1964年）および66％
（1968年）が“prOper”と回答している。rX杜の杜長は，新聞広告で，ある侯
補者の支持を表明する」には，55％（1964）および60劣（1968年）が“prOper”
と回答している。また「X杜は侯補著の政治キャンベーソに献金をする」には，
1964年および1968年ともに52劣が“proper”と回答している。
　このS．A．グレイサーの調査によれば，1964年にくらべると，1968年の方
がやや企業の政治活動に対する支持率は高くなっているが，選挙キャソベーソ
そのものにイソポルブする率は，低いといえよう。また，政党に関係する政治
活動が，自己の昇進に関係するかどうかについては（1968年），共和党（Repu・
bIic㎜s）のために政治活動をすると，34％が経営幹部の昇進を促進すると回
答し，38％が促進するとは考えられないと回答している。民主党（Democrats）
のために活動すると，9劣が促進すると回答し，62％が促進するとは考えられ
ないと回答している。また，民主党のために活動すると，31％の回答者が昇進
の障害になると答えている。そして，共和党のために活動すると昇進の障害に
なると考えるのは，9％にすぎたい。S．A．グレイサーによれば，この民主党支
持の政治活動が経営幹部の昇進にデトリメソタルに影響を与えると考える比率
は1964年の方がやや高かった。いずれにしても，民主党支持者自身は，民主党
支持活動は，自己の昇進をさまたげると感じていることを同調査は示Lている。
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　アメリカの民主党と共和党の違いは，1970年代の半ばの今日，政策上からみ
れば，それほど大きくない。しかし，経営幹部の心理的評価においては，1930
年代のNew　Dealの党としての民主党のイメージが残っており，自由企業制
度（freeenterprisesystem）を麦持するものは，共和党を麦持するであろう
という暗黙の仮定があるといえよう。しかし，アメリカの政治文化においては，
政党の規律は，日本のそれのようには，強固なものではなく，南部の民主党は，
民主党本部のプラットフォームとは違って，公民権法案には賛成しなかった。
それゆえ，党のルーズな規律にもかかわらず経営幹部の政党支持が共和党に傾
くのは，やはり，1930年代のF．ルーズベルト時代の残照がいまだアメリカの
企業エリートの行動を規制していることの証左であるといってよいであろう。
　企業の政治参加は，トヅプ・マネジメントからラソク・アソド・ファイルの
従業員に至るまで，上述のように，いくつかのチャネルを通じてなされている。
日米をとわず企業のユリート層は，自己の昇進に気をつかいながら，政治参加
をしていくのが一般的のように思える。他方，非エリート層は，わが国の場合，
主として労働組合を通して，政治権力を獲得していく場合が多く，アメリカの
場合には「階級たき杜会」という神話に基づいて，主として民主党に投票をし
ているといえよう。このように，企業を原子論的に各構成員にまで分析してい
くと，わが国の企業構成員は，大衆杜会状況にふさわしく，既成政党に対する
不信感が強いことがさまざまな調査によって明らかになっている。そのことは，
また革新陣営の分裂や保守陣営におげる政策論争の芽ばえなどによっても明ら
かになるであろう。
　企業と政治との関係を論じる際に，利害者集団としての企業の役割も重要で
ある。強制力をもつ意思決定老たちに対して，企業は，独自のチャネルを使っ
て，個別的に政治的意思決定者グルーブの核に接近することも時には必要であ
るが，一般的には，利害著集団として，業界が一体となって，圧力を加えてい
く。S．V．モソスマによれば，利害者集団とは，ある利害を分かちあい，自分
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たちの利益を促進するために，政治システムの意思決定に影響を与えようとす
る人々の組織体である。ωわが国の企業の場合には，さまざまな利害者集団が
あるが，他方において，労働組合や消費者団体のように，企業の利害老集団に
対抗しうるカソターベイリソグ・パワーをもつ利害者集団も強い政治的イソブ
ヅトをなしている。
　ひとつの利害者集団としての企業は，政治システムにおげる利益代表として・
政治献金や情報の提供，組織の提供などによって，自己に有利な決定がなされ
るように圧力をくおえる。また，わが国の企業は，政治システムの主要な担い
手である政党に対して，政治献金というサンクショソを保持しているゆえに，
強力な利害老集団を形成しうるのである。そして政治家は，企業エリートの支
持を獲得できる政策をうちだす。つまり，今日の日本の政治文化においては，
政治献金能力こそ，企業のもつ最大の政治資源であると言えよう。
　また，アメリカ合衆国においては，利害者集団のためにロビイストがおり，
企業も専任のワシソトソ駐在経営幹部を配備している場合が多い。企業が構成
する利害者集団は，労働者グループ，農民グループ，退役軍人グルーブの構成
する利害者集団と並んで，アメリカの4大利害者集団（圧力団体）と呼ぼれて
いる。⑧このロビイストの仕事は，雇主の団体の目的を実現する法案や雇主の団
体が是認する法案を成立させ，その団体の目的に反対の法案を握りつぶすよう
に，連邦議員に働きかげることである。値，そして，その団体の支持する法案が，
いかに一般公衆にとっても望まLいことであるかを連邦議員や政府に説明し
ていく遇程において，ロビイストは，r集団の利益を公共利益と同一化してい
く」阻oに犬きな役割をはたすのである。つまり，アメリカの企業あるいは経済
エリートは，直接の政治献金によって，政党や政治家に影響を与えるのみなら
ず，ロビイストを雇って，企業団体の目標の実現に役立つ法案を成立させるよ
うにするのである。
注（1）二神恭一稿「西ドイツにおける共同決定論の動向」（「組織科学」1974隼夏季号），
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　同稿「経営参加の毘代的意義」（「現代経済」1974年秋季号）参照。
（2）The　Co㎡ere口ce　Boal＝d　Record，‘Coψo〃加　γ墓ω∫ρグ五刎力伽ツωPo励肋1
　〃絨妙’，（August，1968）
（3）以上の記述は（2）の文献による。
（4）また，鳩山，斎藤，山東，佐藤の各氏の「ひと言」も掲載されている。
（5）S　A．Greyser，ibid．
（6）Ibid．
（7）S・V・Monsma，ibid”p．332．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
（8）徳山二郎薯「企業の対政府活動」サイマル出版会，昭和45年，p，29、
（9）TemporaW　Nationa1Economic　Committee，1bid，（訳書P134）
⑩　Ibid．，（訳書P．136）
3
　次に問題とするのは，企業と政治とのかかわりあいの是非である。とくに，
今日のように，政治的イシューにおける企業構成員のトータルなコンセンサス
が成りたちえない状況にあっては，企業の政治へのイソポルブメソトは，ある
限定を受けざるをえないといえよう。企業にとって望ましいことは，市民とし
ての企業構成員にとっても望ましいことであるかという問題が生じてくる。
「企業」というフィクションのもとで，そのエリート層に所属するものと，非
エリート層に所属するものとが同一の政治的利害を所有していると仮定してよ
いものかどうかという疑問が提起されよう。ωしかし，そのような問題は他の
機会に論究するとして，本稿では，さしあたり，企業におけるエリート層の政
治参加を「企業の政治へのイソボルブメソト」とみなしておく。
　エリート（e1ite，61ite）とは，「ある集団において最も権力をもった人々
のことである。そのエリートよりも少ない権力をもつ人々は，中間ユリート
（mid・elite）であり，ほとんど権力をもたない人々は，大衆（mass）である」。｛2】
エリートは，選出され，大衆（非エリート）はrejeCtされる。一訓エリートとは，
要するに，自分の意思，望むことを実現できる人々である。しかし，他方にお
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いて，「プラトソの守護者（guardians），ヴェブレソのテクノクラート，および
マソハイムのイソテレクチャルー二，三のエリートのタイプをあげれぼ一
は，すべて杜会の福祉のために，支配することにおいて利己的関心を超越する
能力の持主であると考えられていた。」｛4，と言われているが，現実の企業エリー
ト（企業の世界で権力をもつ人々）は，他の政治エリートなどのパワー・エリ
ートとともに，利己的利益を超越した行動をとるかどうかは，疑間であろう。
　一方において企業の政治参加は，企業のエリート層が，企業をとりまく外部
環境が企業にとって望ましい状況にあるかどうかということの感知から出発す
る。そのエリート層のperceptiOnが，企業を政治行動にかりたてるひとつの
糸口になろう。政治的にimmtureな企業エリートは，例えばさきの「企業
ぐるみ選挙」のさいに，Lぱしば指摘されたような過剰参加（o▽er　p航icipa・
tiOn）にはしる。この過剰参加は，自由企業制度を護持するよりも，非エリー
ト層の反発を派生させ，自由企業制度そのものを危機におとしいれていると指
摘する企業ニリートも存在する。㈲そのような論考は，さらに限界状況が進行
するまでは，企業はapO1itiCaユであるぺきであると主張している。
　他方において，企業エリートのなかには，政治参加を一外部環境の変化と
関係なLに一本質的に好むパーソナリティの持主がいる。それは，かつて，
H，D．ラスウェル（Lasswel1）が政治的タイプと名付けたものである。ラスウ
ェルによれば，r政治的タイプを特徴づげるものは，激しい，満たされない尊敬
への渇望である。これらの渇望は，第一次サークルにおいて強調され，Lかも
それが満たされない場合に，公の目標（権力過程に関違する人問と活動）に転
位される。その転位は，公共の利益の名において合理化される。そこで，動機
の発展という観点から，政治的タイプを要約するならば，次のようになる。
　　私的動機を
　　公の目的に転位し
　　公共の利益の名において合理化する。」㈲
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　ラスウェルが指摘するこのようなr政治的タイプ」の人問は，企業エリート
のなかにも存在する。彼らは，地方政界あるいは国政のレベルにおいて，自己
がリーダーシップをとる企業の目標の追求よりも（あるいは同じように），権
力関係そのものに関心をもっている。このような政治的タイプの企業ユリート
が，相対的に企業活動に専門化している企業エリートと，プロプェッショナル
な政治家との触媒の役割をはたすのである。あるいは，政治献金を政党に分配
するルートとなる。すなわち，＜純粋〉企業ユリートの要求，期待，麦持とい
う政治的イソプットを，＜政治的＞企業エリートが＜純粋〉政治エリートにト
ラソスミットするのである。このトラソスミッターとしての役割によって，〈政
治的＞企業エリートは，その属する企業規模にほとんど関係なく，権力の基盤
を獲得する。
　以上のように，企業ニリートの政治へのインポルブメソトを，企業目標の追
求の論理的帰結として派生したものと，企業ユリートの政治的性格によって生
じるものとに区別できる。
　ラスウェルは，また，いわゆる古典派経済学のホモ・エクノミクスと比べら
れるようなホモ・ポリティコスのモデルを次のような5つの公準にまとめあげ
ている。（1）政治人は権力を要求し，権力のための手段としてのみ他の価値を追
求する。（2）政治人は権カヘの要求に貧欲あくことを知らない。（3）政治人は他者
から区別される我という意味での自己のためにのみ権カを遺求する。（4）政治人
の期待は，権力を用いて成功した過去の歴史および未来の可能性に集中される。
（5）政治人は自己の要求にふさわしい技能を獲得し行使する十分の能力を有す私
　ラスウェルは，こうLた純粋な政治そデルは，現実の分析にはそぐわないと
して拒否する。このラスウェルの指摘は正当である。経営理論においても，伝
統的な企業目標や経済人モデルは，ここ10年閻の間に，行動科学的企業そデル
および人聞モデルにとってかわられつつある。ラスウェルは，リアリティのあ
る政治人毛デルとは次のものであると述べる。（1）権カを相対的に強調する。
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（2）自我〔第1次的我（primary　eg0）に他の我（eg0）のシンボルをプラスし
たもの〕にたいして権力（およびその他諾々の価値）を要求する。（3）権力に関
する期待を相対的に強調する。（4）権力獲得の技能に少なくとも最小限度の熟達
を獲得している。（訳書P．243とP．246）
注（1）　「巨犬な権カ機構としての場代企業」の分析をミク四的な個人のレベルにまで掘
　　りさげていこうとするものとして，土屋守章助教授の研究がある。土屋守章稿「現
　　代企業論序説」（「組織科学」ユ974年夏季号），同稿「『杜会的責任』の論理」（「現代
　　経済」1974年秋季号），同稿「擬制的法人企業の杜会的責任」（「目本経営挙会第48回
　　大学報告要旨」1974年9月）
　（2）亘．D．Lasswell　and　Abraham　Kaplan，月o〃〃α〃So桃軌α肋α〃刎o”力r
　　月o1励oα1肋2〃η，Yale　University　Press，1950，p．201．
　（3）　Ibid・，p・201・
　（4）　P．Bacllrach，丁免2丁加oηoグエ）2刎oo〃茄o　E励｛榊。　ノ1　C〃ま勿刎。　Little・Brown
　　and　Con1pany，1967，p．2．
　（5）　E．M．Epstein，ibid・，P・18C・
（6）亘。D．Lasswel1，月o〃〃o〃P㈱伽”物。W．W．Norton＆Company，1948．
　　（永井陽之助訳「権カと人格」河出書房，P．229）
　E．M．エプスタイソ（Epstein）は，「企業は，政治過程における必須な，
そして正統な参加老一アメリカにおげる多元的デモクラシーを危機に陥れる
よりも，むしろそれを維持するのに，社会の他の利害関係老とともに，貢献
している参加老である」ωと述べている。エプスタイソのこの認識は，企業が
そのプライマリーな目標を遺求する過程で，政治とのアクセスをもたねば肢ら
ぬこと，また多元的杜会におげるひとつの利害者集団として政治に参加する正
統性をもつこと，という前提に立っている。さらに，エプスタイソは，企業カミ
対政府漬動の支出および政治献金を公表することを主張している。また，この
発表によって，合衆国憲法修正第1条（the　First　Amendment）にある，言
論，出版および政府に請願する自由，結杜の自由を，企業が失うものではない
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と述べている。
　エプスタイソは，企業が政治にインポルブするための正統性を，企業内部に
おげる正統性と企業の対外的なトータルな政治システムにおける政治参加の正
統性とに区分している。エプスタイソは，企業幹部（企業エリート）が，株主
よりも，マネジメソトの実権を支配しているということによって，そg企業を
代表Lて政治活動をなす正統性があるとする。このユプスタイソの論理は，周
知のバーリとミソーズの経営著支配成立論に基づいている。また，他方におい
て，エプスタイソは，ミヘルス（R．lV［iche1s）の「オリガーキーの鉄則」およ
びブラウとスコット（P．M．Blau　and　W．R．Scott）の「メソバーのアパツー
とオリガキカル・コソトロール」によって一種のr絶対民主制」（abso1ute
demOcracy）が出現し，企業幹部の支配の正統性に挑戦するメソバーがほとん
どいなくなると指摘している。｛2，彼は，そこに，内都的には，企業幹部の支配
g正統性があるというのであろ。幅〕他方，外部環境に対しては，エプスタイソ
は，多元的杜会論に拠って，企業もアメリカという政治社会のひとつの利害着
集団として，政治にかかわる権利があるとする。
　上述のようなエプスタインの論理は，アメリカの民主主義一ンェファソソ
的であれ，ジャクソン的であれ一の政治文化においてはじめて合理性をもつ
ものであろう。そこでは，政治，経済，杜会，文化，それぞれの分野のエリー
トが，ほとんど常に，ノソ・エリート，あるいは中問エリートによって，コン
トロールされ，エリートの政治的意思決定の是非が，世論調査などによって再
びエリートにフィードバヅクされていく。オリガキカルな支配も，常に，ノソ・
ニリートたちのコソトロールを受げつつあるのである。それが1970年代中葉の
アメリカ政治文化であろう。
　わが国の場合，政治に対する一般的イメージがアメリカのそれとは異なって
い乱G・アーモソドたちの調査によれば，アメリカ国民の最も誇りとするの
は，政府や政治制度（govemmenta1，pOlitical　institution）である。わが国
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の場合，そうではあるまい。｛4〕
　丸山真男氏によると，原敬は「政治は力である」とし，床次竹二郎は「政治は
妥協である」とし，後藤新平はr政治は倫理である」と断言している。㈲こう
した政治の規定および今日の現状をみると，市民文化としてr政治」が，わが
国では，いまだに開発途上国であると言わざるをえないであろう。自然法的な
市民の権利を守るという近代政治の本質的契機が欠落Lているのである。また，
ファシズムの理論家，カール・シュミット（Car1Schmidt）は「政治的行動
と動機とがそこに還元される特殊に政治的な識別とは，友と敵に関する識別で
ある」｛副と述べるが，橋川文三が指摘するように，そうした冷厳な政治算術も，
わが国の政治文化にはあまりみられない。ωそして，政治的イシューに対する
保守にも革新にもみられるエモショナルな反応は，合理性を欠きがちであり，
そのような政治文化と一部の企業エリートのこれまた近視眼的政治意識とが結
合すると，r企業ぐるみ選挙」という政治資源のr新しい」動員の方法が生み
だされるのである。
注（1）E・M・Epstein，ibid・，p・324
　（2）Ibid．，Chapter9。参照。R，Miche1s，肋励肋1肋励2s’λ∫o地1o庫ω1∫伽ψげ
　　肋召α伽κ肋〃丁棚例α㎞oグ〃b伽〃D舳oo竈岬，Co11ier，1962，P．M．Blau　a口d
　　W．R．Scott，乃舳”1Q郷勉伽κo閥Cha口dler，1962．
　（3）エプスタイソは，これにカロえて，企業幹部が，自分たちの責任を自覚しているこ
　　とも彼らの支配の正統性を健進すると述べている。
　（4）A．Amonda11dYerba，ibid。，p．64．次に。アメリカ国民が誇りとしているのは，
　　経済システムである。Lかも約3．5倍（全体の85％）の人々が経済システムよりも、
　　政治ツステムを誇りとしている。イギリス（U．K一）でも政治システムがトヅプであ
　　るが，政治システムをトソプと認めている人々の割合カミ遇半数にも満たない。　ドイ
　　ッ（W．Gつでは，政治システムをトヅブとしている人老は7％にすぎない。詳L
　　くは，A．Amond　and　Verba，ibid．，P．64．以下参照。
　（5）九山真男他薯「杜会科学入門」みすず書房，昭和24年。これは，橋川文三稿「象殻
　　としての政治一4つの断章」（「季刊芸術」1968年款季号）を参照した。
　（6）橋川文三稿，前掲論文。最近カール・シュミヅトの薯作が翻訳されはじめ，再認
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　識されているo
（7）橋川文三稿，同上。
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